

























































































































































(translating the vision)，②コミュニケーションとリンケージ(communicating and linkage)，
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　With the Japanese companies that have implemented Hoshin Kanri (policy management), 
there are various ways to practice Hoshin Kanri after the implementing Balanced 
Scorecard(BSC). Some companies discontinue the practice of Hoshin Kanri, while others 
correct it according to the operation method of BSC. 
　In order to examine the reason why the way of their practice differ each other, it is 
absolutely necessary to examine how the companies that have implemented BSC originally 
had operated Hoshin Kanri .
　But there are few researches that describe their execution process and the problem of 
their original Hoshin Kanri. 
　On this fact, this study examined the relation between Hoshin Kanri and BSC through a 
case study, paying attention to the problems how their original Hoshin Kanri was changed 
by implementing BSC. 
　After this examination, we conclude, firstly that BSC can fill the lack of a systematic 
process to implement strategy that exists in original Hoshin Kanri, and secondly that BSC 


























う問題へ移ることになった（Kaplan & Norton, 2001b,　p.158）。
10）四つの視点は，①財務の視点（Financial Perspective），②顧客の視点（Customer Perspective），③社内





の増進（Increase customer value－現在の顧客との関係の強化），③卓越したオペレーションの達成（Achieve 
operational excellence－顧客に現在の製品・サービスを効率的かつタイムリーに提供するための価値創造），















承認する（Kaplan & Norton, 2001a, p.292）。一方，業務予算は，製品やサービスの販売から期待される収
入の予測と，効率的なオペレーションのもとで生産・配送される製品やサービスに要する費用の予測から
なる（Kaplan & Norton, 2001a, p.289）。戦略予算と業務予算を区分することによって，BSCが長期的な実
施項目を短期的な部分最適から保護するのと同様に，予算プロセスもまた，短期的な業績向上のプレッシ
ャーから長期の実施項目を保護する（Kaplan & Norton, 2001a, p.14）。戦略はスコアカードと戦略予算によ
って管理されることになる。


































ーを創造する要因を測定すべきである」（Kaplan & Norton, 1996b, p.35）としている。そして，「従業員の
視点は全てのスコアカードの学習と成長の視点の中に実質的に含まれている」，また，「もし強力なサプラ
イヤー関係が顧客や財務の業績にブレークスルーをもたらす戦略の一部であるならば，サプライヤー関係





25）Kaplan & Norton(2001a)には，CIGNA　Property & Casualty社のように目標に重み付けをして報酬シス
テムとリンクさせている事例が示されているからである（Kaplan & Norton, 2001a, pp.259-260）。
26）ただし，Kaplan & Norton(2001a)において，BSCと報酬を連動することは推奨されるものの，画一的な方
法は提示されていない。BSCと報酬を連動させる方法に関しては，「どのアプローチも望ましい，あるいは，





28）たとえば，Mobil社の事例（Kaplan & Norton, 2001a, pp.246-249）を参照されたい。
29）BSCでは，業績指標間に因果関係が想定されるため，必要に応じて戦略を修正するという「学習」は生じ
やすいと考えられる。しかし，組織研究において「学習」という用語は，行為の結果（成果の向上）を表
している場合と適応のための特定のプロセスを指す場合もある(マーチ, 1991)。後者の場合，特定の学習プ
ロセスが成果に対し良い結果をもたらすか否かは，また別の問題として扱われる」（マーチ, 1991, p.2）。
30）ただし，方針管理では，方針管理七つ道具や新QC七つ道具を利用することが提案されている（赤尾, 1988, 
pp. 95-100）。伊藤(2002)によれば，戦略マップは，わが国の品質管理の代表的手法である連関図とその原
理はほぼ同じである。
31）Simons(2000)は，インターラクティブ・コントロール・システムとして満たすべき条件を四つ挙げている。
それは，①情報が簡単に理解できること，②戦略の不確実性に関する情報を提供すること，③組織のあら
ゆるレベルで使われること，④新しいアクション・プランを生み出すこと，である。
32） インタビューは，A社本社に於いて，2002年10月１日，2003年４月21日，2003年８月８日，2004年７月30日，
2004年10月18日に行っている。
33）国土交通省の基礎統計資料（http://www.mlit.go.jp/toukeijouhou/chojou/）に基づいて作図している。
34）企業理念，ビジョン，基本方針，スローガンに関しては，社名漏洩の可能性があるため，機密保持の観点
から提示を控える。
35）年度の予算委員会は常務以上が出席する経営会議にて実施される。
方針管理とバランス・スコアカードの関係に関する研究
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36）NPS(New Production System)研究会は，受注から出荷までのシステムを改善し，在庫を少なく，リード
タイムを短く，無駄をはぶいて生産コストを下げることを目的とした研究会である。
37）A社は，1987年からJIT生産方式の導入に取り組んでいる。1985年12月期に38.3日あった棚卸資産回転日数
を1994年12月期には16.7日までに短縮している。
（2004年10月30日受理）

